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１．欧州連合（EU） 
 

 

 
 

炭素国境調整措置【新規掲載】 
 

＜措置の概要＞ 

EU は、世界最大の温室効果ガス排出権取引制度

である EU-ETS（Emission Trading System）を運営

している。域内でこうした温室効果ガス排出削減措

置を講じた場合、域内産品がそのような規制を受け

ていない海外からの輸入産品によって代替されるこ

と及び域内の生産拠点が域外に移転することで、地

球全体の温室効果ガスの排出が減らないという、い

わゆるカーボンリーケージ（carbon leakage）が問

題となりうる。EU は 2019 年 12 月に「欧州グリー

ンディール」を公表し、2021 年にカーボンリーケ

ージ防止のために炭素国境調整措置（CBAM: Carbon 

Border Adjustment Mechanism）を提案することを

発表した。その後、2021 年 7 月に欧州委員会が、

2030 年までに 1990 年比で温室効果ガスを少なくと

も 55％削減することを目標とした各種政策のパッ

ケージである Fit for 55 の一貫として、CBAM に関

する規則案を公表し、欧州委員会･欧州議会･理事会

の三者による調整を経て、2023年4月に最終案が正

式に承認され、同年５月に規則として成立した。 

その内容は、EU への輸入品につき、輸入者に対

して、当該輸入品の製品炭素含有量に応じた賦課金

を、CBAM 証書の購入義務を課す形で賦課するとい

うものである。措置の対象国は全ての国とされ、除

外対象は、EU-ETS に完全にリンクした制度を有す

る一部の国（アイスランド、リヒテンシュタイン、

ノルウェー、スイス）等に限定されており、途上国

例外は設けられていない。対象は、エネルギー集約

型であり貿易が多いとされる、鉄鋼、アルミ、セメ

ント、肥料、水素、電力、鉄鋼やアルミの一部下流

製品（ねじやボルトなど）に限定されている。ただ

し、後述のとおり、移行期間に輸入者の報告によっ

て収集した情報に基づき、対象の範囲拡大を検討す

ることが予定されている。 

賦課金の具体的な算定方式は以下のとおりである。 

輸入課金 ＝ CBAM 証書価格（P/CO2-ton）×製品単

位当たり排出量（CO2-ton/Q）× 製品輸入量（Q） 

上記の算出に必要な要素のうち、排出量に関して

は、考慮される排出範囲は鉄鋼、アルミ、これらの

下流製品、水素は直接排出のみ、その他の品目は間

接排出（電力使用に伴う排出）も含むとされた。 

また、当局が実際の排出量を適切に検証できない

場合は、当局は、各輸出国の平均排出原単位に各国

ごとのマークアップ（詳細は実施細則に委ねられて

いる）を加算して、輸出国ごとかつ産品ごとに、デ

フォルト値を設定することができる（ただし電力を

除く）。輸出国の平均排出原単位として信用できる

データがない場合は、デフォルト値は、当該産品に

関する EU 域内の各生産工程の排出量下位 X％に当た

る生産拠点の平均排出原単位に基づいて設定される

（X の値は Implementing Act において定められる）。

なお、デフォルト値は、使用エネルギー等、各生産

国の固有事情を考慮して調整することが予定されて

いる（EU 規則 7条、Annex IV）。 

CBAM証書価格は、前週におけるEU-ETSの全入札の

平均終値に基づいて設定され、国内規制上の炭素価

格と同一水準となることが意図されている。ただし、

EU 域外で支払われた炭素価格（tax, levy, fee or 

emission allowances）は、CBAM証書価格から控除で

きる（EU 規則 9 条）。すなわち、原産国で支払われ

た炭素価格は輸入課金から控除される。また、第三

国（原産国）で支払われた炭素価格の考慮に関して

は、EU は当該第三国と、当該第三国の炭素価格メカ

ニズムを考慮するための合意を締結することができ

る（EU 規則 2 条 12 項）。 

また、CBAM は、EU-ETS 上のカーボンリーケージリ

スク対策措置である無償割当枠及び電力コスト補填

の代替措置であると説明されており、輸入課金額

（提出すべき CBAM 証明書数）は、無償割当枠の程度

を反映して調整されることが予定されている。無償

割当枠は 2026 年から 2034 年にかけて段階的にフェ

ーズアウトされ、CBAM はその間に段階的に導入され

る。無償割り当ての縮小に伴って、EU からの輸出品

が不利になるとの意見を受けて、措置案には、今後

EU-ETS または同様の炭素価格メカニズムを適用しな

い第三国に対する輸出品についてカーボンリーケー

ジリスクがあると評価できる場合には、何らかの

内国民待遇 
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WTO 整合的な措置（輸出品に対する何らかの支援が

想定される）を検討するよう求める規定（EU 規則

30 条 5項）も存在する。 

CBAMは 2023年 10月から施行開始予定だが、2025

年末までは移行期間とされ、移行期間中は、輸入者

は、輸入課金支払義務は負わないが、製品単位あた

り排出量等の情報を報告する義務を負う。報告内容

は、製品単位当たり排出量（直接排出及び間接排出

いずれも）、輸出国で支払われた炭素価格等である。

報告内容は、移行期間後の制度運用において、スコ

ープを他の物品･サービスに拡大させるための検討

や、排出量算定方法を発展させるために活用される

可能性がある。 

     

＜国際ルール上の問題点＞ 

CBAM一般に関連しうるWTOルール上の論点は多岐

にわたるが、代表的なものとして内国民待遇義務

（内国税等について GATT 第 3 条第 2 項、国内規制

については GATT 第 3 条第 4 項）との関係が問われ

うる。第 3 条第 2 項は輸入産品に対する内国税その

他の内国課徴金の賦課額が「同種の国内産品」に対

する賦課額を超えることを禁止し、第 4 項は国内規

制上輸入産品に同種の国産品「より不利でない待遇」

を与えるべきことを定めている。EUのCBAMは、EU-

ETS をベースにしており、EU-ETS はモノに対する内

国税に当たらず国内規制と考えられるとして第 3 条

第 4項が適用される可能性が高い。 

そのうえで、EU の CBAM は、EU-ETS を参照し、輸

入品に対して EU-ETS による国産品の負荷と同水準

の負荷を課すことを謳っているが、輸入品が服する

CBAM は、EU-ETS と同一の制度ではない以上、輸入

産品が国内産品に比べて不利な立場に置かれること

は想定できる。一例として、域内生産者による EU-

ETS 上の排出権の入手方法は、市場での購入、相対

取引、過去の割当ての余剰の利用など多岐にわたる

のに対し、CBAM 証書については、週単位の単一価

格での購入しか想定されない。また、詳細は明らか

にされていないものの、対象産品の製造過程での炭

素排出量の計算も、おのずから EU-ETS と CBAM で差

異が生じざるを得ず（賦課の単位が、EU-ETS は施

設単位であるのに対し、CBAM は輸入品であること

にも留意）、その手法によっては輸入産品が不利に

置かれる場面が生じる可能性は否定しがたい。 

仮に内国民待遇義務違反に当たる場合でも、GATT

第 20 条の一般例外、特に有限天然資源（清浄な大気）

の保護に関する 20 条(g)号に基づき措置が正当化さ

れる可能性もある。しかしその場合、環境保護のた

めのカーボンリーケージ防止という規制目的に対し

て、CBAM が適切な設計となっているかが問われるこ

とになる。そもそも輸入品の炭素集約度が、国産品

と同等か、より低い場合、輸入に伴うカーボンリー

ケージは発生せず、環境保護の観点からは国境で賦

課金を支払うべき根拠がない。しかし EU の CBAM の

設計上は、輸入品の炭素集約度がゼロとならない限

りは、域内産製品より炭素集約度が低くても CBAM 証

書を購入する必要は残るため、環境保護と主張され

る本措置の目的と本措置の設計・構造の関連性に疑

義が残る。 

別の論点として、EU からの輸出品に対する将来的

な支援措置の可能性が示唆されている点については、

仮に検討する場合は WTO 整合性に配慮するものとさ

れているが、一般的には、輸出を条件とした支援は

補助金協定が禁止する輸出補助金に該当する可能性

が高い。補助金協定上は間接税の輸出時の還付は輸

出補助金に当たらないことが明記されているが、EU-

ETS は物品に賦課される内国税とはいいがたく、間

接税にはあたらないため、輸出産品について排出権

の負担を免除するような仕組みについて WTO 整合性

を確保することは容易ではない。 

 

＜最近の動き＞ 

本件規則は、2023年10月から適用される。今後、

移行期間中の情報収集等も踏まえて、制度の修正が

行われていくと思われる。EU に対して引き続き、地

球環境保護のための協力と共に、二国間や WTO など

様々な議論の場を通じて、CBAM の具体的な制度設計

において輸入品が不利に扱われることのないよう、

議論を継続する必要がある。 

 

 
 

関税構造 
 

＊本件は、WTO 協定をはじめとする国際ルール整合性

の観点からは明確に問題があると言えない貿

易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点

関 税 
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に鑑み、掲載することとした。関税、関税率、譲

許率、譲許税率の定義は、第 5 章 1 を参照。 

 

 

＜措置の概要＞ 

EU 関税法、免税システム及び関連法規において、

基本税率、暫定税率及び弾力関税率(ダンピング防

止関税、相殺関税、報復関税、緊急関税、季節関税

及び際協力関税など)が規定されている。対日輸入

適用税率には、MFN税率又は日EU経済連携協定（日

EU・EPA）税率等が適用される。また、輸出を前提

として輸入される物品や原材料などに対する関税優

遇措置（減免税及び還付）がある。 

EUの 2021 年時点の非農産品の譲許率は 100％であ

り、単純平均譲許税率は 4.1％であるが、貨物自動

車（最高 22％）、履物類（最高 17％）、陶磁器（最

高 12％）、ガラス製品（最高 11％）、乗用車（最高 

10％）等の高い譲許税率が存在する。また、2021 年

時点の非農産品の単純平均実行関税率は 4.1%であり、

電気機器（最高 14％（テレビカメラ、ラジオ受信機

等）、単純平均 2.4％）、繊維（最高 12％、単純平

均 6.6％）の関税率は他の先進国と比べても高水準で

あり、輸入製品は国産製品に比べて厳しい競争条件

の下に置かれている。 

 
＜懸念点＞ 

高関税そのものは譲許税率を超えない限り WTO 協

定上問題は生じないが、自由貿易を促進し、経済

厚生を高めるという WTO 協定の精神に照らし、関税

はできるだけ引き下げることが望ましい。 

 
＜最近の動き＞ 

IT 製品の市場アクセス拡大の促進に向けて、

2015 年 12 月に妥結された ITA 拡大交渉（詳細は、

第Ⅱ部第 5 章 2.（2）ITA（情報技術協定）交渉を参

照）において、EUは、2016 年 7 月から対象品目201

品目の関税撤廃を開始した。例えば、高関税品目と

しては、デジタルビデオカメラ（14％）、カーオ

ーディオ（14％）、テレビ受信機器（14％）等が挙

げられる。これらを含む全対象品目の関税が 2023 

年までに撤廃されることになる。 

また、我が国からの市場アクセスの改善を図るた

め、2019 年2 月に日 EU・EPA 協定が発効されたこと

で、我が国から輸出する全ての工業製品（乗用車（8 

年目に撤廃）、自動車部品・一般機械・化学工業製

品・電気機器等）、ほぼ全ての農林水産品（牛肉・

茶・水産物等）の関税が即時又は段階的に撤廃され、市

場アクセスの改善が図られた。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、

2020 年 4 月 3 日、国家機関等が承認した慈善団体

等による無償での物資配布及びその利用を可能にす

ることを目的に、2020 年 1 月から 7 月までの期間

において、対象品目の輸入関税及び付加価値税を一

時的に免除する措置が行われた。その後、本措置は、

3回の延長を経て2022年 9月、同年12月まで適用が

延長された。その後、本措置は終了した。なお、具

体的な対象品目及び関税率は各加盟国に委ねられて

いた。 

 

 

 
 

鉄鋼セーフガード 
 

＜措置の概要＞ 

EU は 2018 年 3 月に鉄鋼製品の輸入に対し、セー

フガード調査を開始した。同年 7 月 19 日、暫定措置

を発動し、2019 年 2 月 2 日に最終措置を発動した

（当初期間は2021 年 6 月 30 日まで、その後 2024 

年 6 月 30 日まで措置を延長）。26 品目、HS コード 

8 桁で約 300 製品（72081000-73069000）（熱延鋼板、

冷延鋼板、ステンレス鋼板等）に対して、過去 3 年

（2015 年－2017 年）の平均輸入実績に基づき、対象

品目ごとに関税割当（①輸出シェア 5％以上の国に対

する国別 country quota と、②その他の国一括の 

Residual quota）を付した上で、当該割当を超過した

場合、25％の追加関税を賦課する関税割当の方法をと

った。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

措置の背景として、世界的な鉄鋼の過剰生産能力問

題及び他国の輸入制限措置、米国の 232 条措置に言及

しており、「事情の予見されなかった発展」（関税譲

許交渉時に予想できなかった事情であって、技術革新

や消費者嗜好の変化等、国内産品と輸入製品との競争

関係に変化をもたらすもの、と一般に解釈される）が 

SG の発動要件とされていること（GATT 第 19 条第 1 項

セーフガード 
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(a)）との整合性に懸念がある。また、後述の DS595

パネル判断では、EU の「損害のおそれ」の認定が

客観的証拠を欠いているとされた。 

 

 

＜最近の動き＞ 

EU は域内規則上、毎年セーフガード措置のレビュ

ー（見直し）を実施することとしている。2019 年 5 

月の第１回レビューに対し、我が国は政府意見書を

提出し、損害の認定方法や関税割当の運用方法につ

いて懸念を表明。レビューを踏まえて、対象品目ご

との関税割当数量や途上国除外などの措置を一部変

更する最終決定が同年 9 月 26 日に公示され、同年 

10 月 1 日から施行された。2020 年 2 月に開始さ

れた第2回レビューでは、、産業界からの見直し提案

（新型コロナウイルス感染症の影響への考慮から、

関税割当の 75％縮減等貿易制限の大幅強化を要望）

に対する意見公募を行った。我が国は措置強化案に

反対する政府意見書を提出。EU は、一部品目の国別

輸入数量枠の管理ベースを年ベースから四半期ベー

スに変更し、「その他」枠の利用制限を強化する等

の最終決定を同年 6 月 30 日に公示し、翌 7 月 1 日

から施行した。関税割当縮減等の産業界提案は採用

されなかった。 

2021 年 2 月に開始された第３回レビューでは、措

置自体は 2024 年 6 月まで延長されることが決定さ

れる一方、米国232条措置の貿易効果に変動があった

場合には措置自体を見直す旨の規定を追加する等の

修正が行われた。また直近では、2022 年 12 月、措

置の早期終了の是非を検討するとして再びレビュー

手続が開始された（～ 2023 年 6 月までを予定）。 

なお、このセーフガード措置については、トルコ

がセーフガード協定等の不整合を主張し WTO に紛

争解決手続（DS595）を提起していた。2022 年 4 

月に公表されたパネル報告書では、上記「予見され

ない発展」と輸入増加との論理的関連性の説明が不

明確であるとされたほか、「損害のおそれ」の認定

も客観的証拠を欠いているとされた（翌月採択）。

EU は、同年 12 月に履行方針を発表したが、措置自

体は継続する意向を示している。 

引き続き、対象産品のアジア等への流入や、EU へ

の駆け込み輸入による関割の早期消化のリスクを

注視し、EU に対して必要に応じた働きかけを行う。 

 

 

 
 

（１）エネルギー関連製品に対する環
境配慮設計要求に関する EU 指令
（ErP 指令） 

 

＜措置の概要＞ 

EU では、環境に配慮した製品設計の枠組作りとし

て、2005 年には「エネルギー使用製品に対する環境配

慮設計要求枠組みに関する EU 指令（EuP 指令）」を、

2009 年 10 月には「エネルギー関連製品に対する環境

配慮設計要求枠組みに関する EU 指令（ErP 指令又はエ

コデザイン指令）」を公布した。 

同指令では、域内で上市される製品の、原材料

の調達、製造、販売から廃棄に至るまでの期間（ライ

フサイクル）における環境に与える影響（例：資源

の使用、大気や水への放出物、騒音、振動等）に配

慮した取組を行うことが求められる（一般的環境配慮

制度要求）ほか、製品によっては使用電力、待機電

力等を一定値以内に納めることが求められる（特定

環境配慮制度要求）。対象製品毎の要求事項は、「実

施規則（Implementing Measures）」によって公表さ

れている。 

 
＜国際ルール上の問題点＞ 

これまでに TBT 通報された「実施規則」の案では、①

要求事項設定の一部に、既存規制との不整合や科学的

根拠・効果が不明な箇所があること、②要求事項に係

る各文言の定義が不明確であること等の問題がある。

同指令が、正当な政策目的達成のために必要以上に貿

易制限的である場合には、TBT 協定第 2.2 条に違反

する可能性がある。 

 

＜最近の動き＞ 

ErP指令を改正するものとして、2022年 3月、持続

可能な製品のためのエコデザイン規則（ESPR）案が

欧州委員会によって提案され、現在、欧州議会およ

び理事会において審議されている。同規則案では、

ErP 指令の枠組みを拡大しより幅広い製品に適用する

とともに、製品の耐久性、資源効率、再生材使用、

リサイクル容易性といった循環性、製品ライフサイ

クルにおける環境影響（環境・気候フットプリン

基準・認証制度 
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ト）、環境情報のトレーサビリティを可能にするデ

ジタル製品パスポートの導入などが提案されている。

また欧州委員会は、2022 年 8 月にスマートフォンを

対象とした実施規則を提案した。同実施規則案には、

端末内の特定の部品を一般的な工具を用いてエンド

ユーザーが修理・交換可能とする設計の要件、およ

びそのスペアパーツ提供の義務、耐擦傷性、防水・

防塵性などの耐久性の要件、OS アップデートに関す

る要件などが含まれている。 

さらに、2023 年 1 月には ESPR における今後の規

制対象の優先製品として、織物や家具、おもちゃを

含む最終製品、鉄鋼や化学物質、ポリマーを含む中

間製品、耐久性、リサイクル性、ポストコンシュー

マリサイクル材などの水平措置を検討することへの

意見募集を開始している。必要以上に過度な要件に

より EU 市場へのアクセスが制限されることのない

よう、今後も本件に係る動向を注視する必要がある。 

 

（２）化学品規制（REACH・CLP） 
 

＜措置の概要＞ 

EU において、2007 年 6 月 1 日から化学品の登録、

評価、認可及び制限に関する規則（REACH 規則：

Registration, Evaluation, Authorisation and 

Restriction of Chemicals）(1907/2006)が施行さ

れた。 

この規則の特徴は、以下のとおりである。 

①年間累計 1 トン以上の化学物質を EU 域内で製造

又は輸入する場合、登録が義務づけられる。さら

に、登録者あたり年間累計 10 トン以上製造・輸

入される化学物質については、化学物質安全性

報告書の作成が義務づけられる。 

②従来、行政府が担ってきた既存物質の安全性評価

の責務が産業界に課される。 

③本規制に基づき、EU 化学品庁（ECHA）及び加盟国

は登録された物質に対して評価（審査）を実施す

る。物質評価の対象物質は、ハザード情報、ば

く露情報、使用量に基づき、ECHA 及び加盟国に

よ っ て 優 先 付 け さ れ 、 CoRAP （ Community 

Rolling Action Plan、共同体ローリング行動計

画）リストとして公表される。 

④成形品（article）中に意図的放出物が含まれる場

合には、一定の要件の下で、その量が年間累計 1 

トンを超えれば登録が義務づけられる。 

⑤成形品中に高懸念物質が 0.1％を超える濃度で含ま

れ、その物質が年間累計 1 トンを超える場合には、

届出及び情報伝達が義務づけられる。この点、複

合成形品については、濃度算定の母体を複合成形品

全体とする ECHA の解釈があったが、2015 年 9 月に

欧州司法裁判所は、複合成形品（Complex object）

を構成する各成形品(Component article)を母体と

する先決裁定を公表した。複合成形品の EU 域内生

産者及び輸入者には、複合成形品を構成する構成

部品ごとに高懸念物質の濃度算出が求められるこ

とになり、特に REACH 規則の及ばない EU 域外か

らの情報収集を行わねばならない輸入者にとって

負担となる。 

⑥附属書 XIV に認可対象物質として収載された、発

がん性などの懸念が極めて高い化学物質について

は、個々の用途ごとに市場への供給及び使用が認

可される（産業界においてリスクが適切に管理さ

れていること等が証明され、認可が付与されない

限り、市場への供給が禁止される）。認可対象物質

として収載する際には、、発がん性、遺伝毒性、生

殖毒性(CMR) 、難分解性、生物蓄積性、毒性（PBT / 

vPvB）、それらと同程度の悪影響を及ぼす可能性

がある特性(ELoC) という要件に基づき、幅広く

分散的な用途、高生産量であることを優先すること

が示されている。 

また、2009 年 1 月には化学品の分類、表示、包装に

関 す る 規 則 （ CLP 規 則  ：  Regulation on 

Classification, Labelling and Packaging of 

substances and mixtures）が施行された。同規則のも

とで危険有害性があると判断された物質又は混合物

については、危険有害性等の警告表示をすることが

求められる。 

2018 年 12 月、EU は、第 14 次 ATP（技術的進歩への

適合化）のための CLP 規則に関する提案テキストを

TBT 通報した。当該テキストでは、酸化チタンの吸入

暴露が起こるかどうかに関わらず、1 ％以上の酸化

チタンを含む粉体混合物を発がん物質として分類し

ている。この場合、対象製品の範囲が不必要に広く

なり、GHS に準拠した他国の制度では発がん性分類さ

れることなく流通している製品に対しても、警告表

示が必要となるおそれがある。 

 
＜国際ルール上の問題点＞ 
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第４章 EU・英国 

 

 

 

これらの規則が EU 域外企業を域内企業に比して

不利に扱うようなものになる場合は、 TBT 協定第 

2.1 条に違反する可能性がある。また、REACH 規則

や  CLP 規則は、人の健康と環境等の高い水準での保

護と、物質、混合物及び成形品の自由な移動の確保、

競争力と革新の確保等を目的とするものであるが、当

該政策目的達成のために必要以上に貿易制限的である

場合には TBT 協定第 2.2 条との整合性の観点で問題

となる可能性がある。加えて、CLP 規則については、

化学物質の分類や表示規制についての国際基準である 

GHS を基礎としないものとなる場合には、TBT 協定第 

2.4 条との不整合が生じる可能性がある。 

 
＜最近の動き＞ 

2018 年 12 月の CLP 規則に関する TBT 通報では、

酸化チタンを含有する製品を製造する我が国産業

界から EU に対しコメントを提出したほか、2019 年 3 

月の TBT 委員会以降、EU に対し懸念を伝達したが、

2019 年 10 月、EU は第 14 次 ATP（技術的進歩への

適合化）のための CLP 規則改正に関する委員会委任

法規則（EU2020/217）提案テキストを採択、2020 年 2

月に発行、2021年 10月から適用している。 

また、EU は、2020 年 10 月、安全で持続可能な化

学物質に関するイノベーションを促進し、有害化学物

質に対する健康と環境保護を強化することを目的とし

た「持続性のための化学物質戦略」(Chemicals 

Strategy for Sustainability; CSS)を公表した。本戦

略の附属書に56のアクションプランが収載されており、

今後、これらアクションが具体化される予定。EU は、

2021 年 5 月 4 日から同年 6 月 1 日にかけて 

REACH 規則と CLP 規則の改訂に関する開始影響評価

（Inception Impact Assessment）のフィードバック

を受け付け、その後、EU は、2021 年 8 月 9 日から

同年 11 月 15 日にかけて CLP 規則の、2022 年 1 

月 20 日から同年 4 月 15 日にかけて REACH 規則の

改正に係るパブリックコンサルテーションを実施し

た。REACH 規則の改正では、「エッセンシャルユー

ス」の概念を基にした化学物質の用途制限などが検

討され、CLP 規則の改正においては、内分泌かく乱

（ED）、PBT/ vPvB、難分解性、移動性、毒性

（PMT/vPvM）を GHS に先行して新しい危険有害性と

して分類、表示することを提案、新しい危険有害性

の導入のみを委員会委任法による改正で進めている。

2022年 9月20日に委任法草案を発表し、同日よりパ

ブリックコンサルテーション、翌 9 月 21 日に TBT 通

報した。この危険有害性の導入は国際基準である GHS

との調和を損ねる提案であり、我が国産業界からも

コメントを提出したが、2022 年 12 月 19 日に委任法

最終案が議会と理事会に送られた。 

新たな危険有害性は、CSS に基づき、化学物質管

理にとどまらず、タクソノミーや CSRD（Corporate 

Sustainability Reporting Directive）といった EU

における情報開示の基準としても使われる予定であ

る。EU は、2023 年中に REACH 規則及び CLP 規則

の改正案を策定する予定である。REACH規則及び CLP

規則の影響は、EU 域外にも及ぶ可能性があることか

ら、EU における化学品規制の動向を引き続き注視し

ていく必要がある。 

REACH 規則の制限の適用についても変化が見られ、

物質グループでの制限提案（ビスフェノール類、

PFAS 類（per- and polyfluoroalkyl substances））

が行われるようになった。2022年12月には内分泌か

く乱特性を有するビスフェノール類の制限提案に対

する意見募集が開始された。2023 年 1 月にはデンマ

ーク、ドイツ、オランダ、ノルウェー、スウェーデ

ンの5加盟国より、10,000種以上のPFASを対象とし

た包括的な PFAS 制限提案が提出された。また、

REACH 規制に限らないが、欧州では内分泌かく乱な

どでみられる非単調用量反応(NMDR)などを根拠に、

これまでに比較して極端に低い規制濃度（例、耐用

1日摂取量：tolerance daily intake （TDI））が提

案される傾向がある。 

 

（３）医療機器規制（MDR）・体外診断
用医療機器規制（IVDR） 

 
＜措置の概要＞ 

EU の医療機器規制（MDR）及び体外診断用医療機器

規制（IVDR）は、 2017 年 5 月 25 日に発効しており、移

行期間を経て、 MDR については 2020 年 5 月 26 日から、

IVDR については 2022 年 5 月 26 日から適用される予

定であった。しかしながら MDR 適用の 1 年前になって

も MDR 認証に関して EU 加盟国の認定を受けた適合性

評価機関（NB）の数が不十分で、かつ認定を受けた NB 

であっても日本での新規品目の審査受付を開始してい

ないことや、必要なガイダンスの発行が遅れていたこ

とから、2019 年 11 月以降の TBT 委員会で懸念を表明

し、適用日の延期等の対応を求めてきたところである。
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この点、2020 年 4 月 24 日に、EU は、政府機関・研

究機関・医療品製造業界が新型コロナウイルスの対応

に集中できるよう MDR の適用の 1 年延期を公表して

おり、延期後の適用日は 2021 年 5 月 26 日からとな

った。MDR においては、上記適用日以前あるいは医療

機器指令（MDD）認証書有効期間中に市場に出荷した 

MDD 適合製品は 2025 年 5 月 27 日まで市場で入手又

は使用開始可能とすることができることが規定され

ている。なお、IVDR については予定通り 2022 年 5

月 26 日に適用開始されたが、NB による認証が必要

となる IVD デバイスについてはクラスに応じて 3 年

から 5 年間適用開始までの移行期間が延長されてい

る。 

MDR認証、IVDR認証の遅れにより EU 圏内における

医療機器へのアクセスが制限されることが問題視さ

れ、2022年12月9日の EPSCO (雇用・社会政策担当）

評議会において、欧州 MDR 及び IVDR の経過措置延長

案が報告された。その後、2023 年 1 月 6 日、欧州委

員会は、条件を満たした場合 MDR の経過措置を機器

のリスククラスに応じて延長すること、MDD 適合製

品、IVDD（体外診断用医療機器指令）適合製品の販

売期限を撤廃すること等を含む改訂法案を採択した。

当該改訂法案が成立するためには、今後、加速され

た共同決定手続きを通じて欧州議会と理事会で採択

される必要がある。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

EU 内の新制度のための体制構築の遅れや新制度の

運用がスムーズに進まないことにより、 EU への医療

機器の輸出が滞り、実質的に貿易制限的な措置とな

るおそれがある。 

 

＜最近の動き＞ 

当該規制に懸念を有する他国と連携しながら TBT 

委員会で EU に対し懸念を伝達すると共に、二国間

対話の場でも政策立案担当者との協議を実施してい

る。過去の TBT 委員会では、MDR 認証のための審査

が遅延していることの原因調査及び改善、IVDR 認証

に係る NB 及びガイダンス文書の充実化などを要請し

た。 

我が国企業の EU の医療機器市場へのアクセスを

確保するため、引き続き EU に対し円滑に新制度に

移行できるよう体制構築を働きかけていく必要が

ある。 

（４）バッテリー及び廃棄バッテリー
規則 

 
＜措置の概要＞ 

2021 年 1 月 26 日に、EU はバッテリー及び廃棄

バッテリーに係る新たな規則案を TBT 通報。2022 年

12 月 9 日には欧州議会と EU 理事会の間で暫定合意が

成立し、2023 年 1 月 18 日付で欧州委員会、欧州議会

及び EU 理事会の修正案が公表された。この規則が

2023 年に成立し施行されれば、その運用のため、

2023 年から 2028 年にかけて下位規則が採択される見

込みである。 

本規則案 46 条 2 項は、バッテリーを供給する事業

者に対して各加盟国への登録を求めており、かつ、

事業者が認定代理人を指定した場合には当該認定代

理人が登録義務を負う旨を規定している。本規則案

65 条は、「バッテリーパスポート（ Battery 

passport）」について規定しており、附属書ⅩⅢは、

当該バッテリーパスポートに収載しなければならな

い情報として電池材料の組成や構造等を規定してい

る。その他、本規則案には、カーボンフットプリン

ト、リサイクル材料の含有、適合性評価、デューデ

リジェンス、拡大生産者責任の新たな要素又は概念

が盛り込まれている。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

TBT 協定第 2.2 条は正当な目的を達成するために必

要である以上に貿易制限的な手段を採用しないことを

求めているので、本規則案の手続や要件がバッテリー

の安全で持続可能な生産やリサイクルの目的を達成す

るために必要以上に貿易制限的でないことが確保され

なければならない。また、GATT 第 1 条及び第 3 条

は、輸入品間・輸入品と国産品との間の差別を禁止し、

また GATT 第 20 条は、特定の目的のための措置を一

定条件の下で許容しているが、恣意的又は正当と認め

られない差別となるような措置の適用を禁止している。

さらに TBT 協定第 2.1 条も差別を禁止している。国

内の環境保護政策や電源構成については各国が自ら決

定する権利を有しているが、措置を適用する際には、

これら無差別の規律や輸出国における異なる事情に照

らして、適切な規制であるか、輸出国の国内事情を反

映する柔軟性を有しているかも考慮されることが望ま

しい。また、＜措置の概要＞に記載の規則案 65 条及

び附属書ⅩⅢは、電池材料の組成や構造等の情報を電

子交換システムに収載することを求めているが、これ
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らの情報は、事業者にとって営業秘密である場合が

多い。営業秘密の要求が正当な目的の達成のために

必要である以上に貿易制限的となる場合には、TBT 

協定第 2.2 条に違反するおそれがある。 

 

＜最近の動き＞ 

我が国は、2022 年 12 月に開催された日EU産業

政策対話・自動車ワーキンググループ等において、

本規則案に関する意見交換を行い、EU に対し、カー

ボンフットプリントの計算方法やリサイクル、デー

タの取り扱い等に関する情報提供を求めるとともに、

引き続き日 EU 間の議論を継続することとしており、

こうした要件や手続が、正当な目的の達成のために

必要である以上に貿易制限的なものとならぬよう、

EU に対し継続的な働きかけを行う。 

 

 
 

オーディオ・ビジュアル（AV）分野
の規制 

 

＊本件は、WTO協定をはじめとする国際ルール整合性

の観点からは明確に問題があると言えない貿易・

投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点に鑑

み、掲載することとした。 

 

  ＜措置の概要＞ 

EU は、域内の文化的価値の保護を目的として、理

事会の「国境なきテレビ指令」89/552/EEC（修正指

令 97/36/EC）により、テレビ放映時間の半分を超え

る時間を、実行可能な場合にかつ適切な方法で欧州

作品のために留保するよう加盟国に求めていた（但

し、ニュース、スポーツ・イベント、ゲーム、広告、

文字多重放送を除く）。この指令に基づき、全加盟

国で国内法の整備が終了しており、例えば、フラン

スでは、テレビで放映される映画は少なくとも 60％

を欧州制作分としなければならず、また、仏語放送

を全体の 40％以上としなければならないと規定して

いる（1992 年 1 月 18 日の政令 No.86-1067）。その

後、同指令は「視聴覚メディア・サービス指令」と

して、新たに生まれ変わり、2007 年 12 月 19 日に発

効した。ここでは、テレビ広告、ビデオ・オン・デ

マンド等に関する規律が新たに追加されている。 

＜懸念点＞ 

EUは、WTOサービス交渉において、AV分野について

一切の約束をせず、あわせて最恵国待遇（MFN）例外

登録も行っているため、上記措置が WTO 協定違反とは

言えない。しかしながら、サービス協定はすべてのサ

ービスを対象とするものであり、自由化に向けた取組

が望まれる。 

なお、MFN は、多角的貿易体制において自由化を実

現していく上で最も重要な柱の 1 つであり、WTO 協定

における基本原則である。MFN 免除措置はその最も重

要な原則からの逸脱であるため、その撤廃が望ましく、

サービス協定上も、MFN 免除は時限的なもので、原則

として 10 年を超えてはならないとしている。この点、

EU 自身が 2009 年 7 月の『オーディオ・ビジュアル政

策の外的側面に関するスタッフ・ワーキング文書』と

題する文書において、今後 WTO に加盟をしようとする

国々に対し、EU と文化的な協力関係を構築するため

に、音響映像サービスの約束を行なわず、かつ MFN 免

除登録を促すことを助長するような記載があることは

WTOの精神からも看過することは出来ない。 

 

＜最近の動き＞ 

上述のとおり、2007 年 11 月、欧州議会において、

「テレビ放送活動の遂行に関する一部の加盟国法規の

コーディネーションに関する理事会指令 89/552/EEC

（国境なきテレビ指令）を修正する欧州議会・理事会

指令案（視聴覚メディア・サービス指令案）」［COM

（2005）646］が採択され、翌 12 月に発効した。同指

令の国内法への導入期限は24か月以内（2009年 12月

19 日）で、すべての加盟国が指令を国内法に導入す

るための法規を欧州委員会に通知済みである。 

欧州委員会は 2011 年 3 月 29 日、『視聴覚メディ

ア・サービス指令（ AVMSD： Audiovisual Media 

Services Directive）』の適用状況に関する情報提供

を 16 の加盟国に要請し、加盟国が採択し欧州委員会

に通知した国内法の分析を行い、指令の内容が的確に

国内法に反映されているかを精査した。また、2015

年 7 月から 9月まで、ステークホルダー及びユーザー

を対象に、視聴覚メディア・サービス指令に係るフィ

ードバックを得るためにパブリックコンサルテーショ

ンが行われ、2016 年 5 月 25 日、本指令の改正案が欧

州委員会から欧州議会に提出された。2017 年 4 月 25

日、欧州議会文化教育委員会にて本改正案が同意され

た。その後、欧州委員会、欧州議会、欧州理事会での

3 者協議を経て、2018 年 10 月 2 日、欧州議会は本指

サービス貿易 
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令の改正案を承認し、同年 11 月 6 日、欧州理事会が

本指令の改正案を採択した。本改正は、音響映像サ

ービスの視聴方法が、伝統的なＴＶからオンライン

媒体に変化しつつある中で、消費者保護の観点から、

音響映像サービス事業者に対する規制を見直すもの

である。特に、オン・デマンドサービスにおいても、

欧州作品を一定量以上配信することを義務づけるク

オータ規制が明示されていることは注目される。

2020年11月、欧州委員会は、23の加盟国に対して、

AVMSDを国内法に移行することを怠っているとして、

正式な通知を送付したが、さらに2021年9月23日、

欧州委員会は、チェコ、エストニア、アイルランド、

スペイン、クロアチア、イタリア、キプロス、スロ

ベニア、及びスロバキアに対して、AVMSDに対応する

国内法の整備を十分に行っていないとして意見書を

送付した。2022年 5月 19日、欧州委員会は、これら

の加盟国のうち、チェコ、アイルランド、ルーマニ

ア、スロバキア、及びスペインについて、欧州機能

条約第 260 条 3 項に従い制裁を課すことを欧州司法

裁判所に対して要請をすることを決定した。 

EU における文化保護政策は引き続き厳しく行われ

ているところ、我が国は WTO サービス交渉等におい

て、EUに自由化約束向上を行うよう求めている。 

 

 
 

公 共 調 達 新 規 則 （ International 

Procurement Instrument） 

 

＜措置の概要＞ 

当該規則では、欧州委員会が他国の調達市場につい

て調査を行い、当該国が「制限的又は差別的な調達

措置又は慣行を採用又 は維持している」と認められ

る場合には、当該国と協議を行い、協議による解決が

できなかったときは、当該国からの調達に対して

価格調整措置（price adjustment measures）をと

る仕組みが設定された。 

＜国際ルール上の問題点＞ 

本規則に基づき、欧州委員会がEUの利益となると

判断した場合、欧州委員会自身又は、実質的な利害

関係者、加盟国は、第三国の疑わしい措置・慣習に

ついて調査を開始することが可能（5条1項）。欧州委

員会は、所見を含む通知を公表した後、当該国に意見、

情報提供を求め、協議に入る（5条2項）。調査及び協議

は、その開始の日から 9 か月以内に終了する。なお、

正当な理由がある場合は、この期間を 5 か月間延長す

ることができる（5条3項）調査及び協議の終了後、欧

州委員会は、第三国の問題となる措置又は慣行が存在

すると認定する場合、EU の利益となると判断したとき

は、IPI措置を採択する（6条1項）。 

本規則は、国際協定の適用対象外の物品・サービス

（non-covered goods and services）の調達に対して

のみ適用される。すなわち、① EU との間で国際協定

を締結していない第三国については、当該国の物品・

サービス、② EU との間で国際協定を締結している第

三国については、当該国際協定の適用範囲外の物品・

サービスが対象となるとされている。 

このように、本規則の基本的な仕組みとしては、EU 

が国際協定で内国民待遇を約束する調達は上記措置の

対象としないこととしているが、例えば、主張された

調達措置又は慣行」が認定された第三国の供給者によ

る入札において、当該国の物品の合計価額が入札価額

の 50 ％を超えているが、我が国の物品も相当程度含

まれているような場合、本規則案上、我が国の物品も

価格調整措置の対象になるとすれば、無差別原則

（WTO 政府調達協定第 4 条第 1 項） に違反するお

それも否定できない。 

 

＜最近の動き＞ 

2012 年 3 月、欧州委員会は、公共調達市場の開放が

不十分な貿易相手国に対して、市場開放のインセンテ

ィブを高めることを目的とし、公共調達に関する新た

な規則案（COM(2012)124）を提案した。また、2016 年 1

月、欧州委員会は、本規則案の修正案（COM(2016)34）

を公表した。2016 年の欧州委員会による修正案をさら

に修正する最新の修正がポルトガル（2021 年前期：EU

理事会議長）から 2021 年に提出された。修正された規

則案は、EU運営条約 207 条を法的根拠条文にして、EU

運営条約 294 条に規定される通常立法手続により EU 理

事会と欧州議会により2022年 6月 23日に採択された。

6月30日付けで官報に掲載、成立・交付された。官報掲

載60日後の8月29日より施行。 

 

政府調達 
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譲許税率の引き上げ 
 

＜措置の概要＞ 

2013年7月、新たにクロアチアがEUに加盟した。

1973 年より累次行われてきた EU 拡大の場合と同様、

今回も新規加盟国の関税が EU の共通関税に置き換

えられたため、一部品目について関税（譲許税率）

が引き上げられる結果となった。GATT 第 28 条第 1

項の定めによれば、事前に関係国と交渉し、かつ合

意することにより、譲許税率を引き上げることがで

きるものとされているが、EUは我が国をはじめとす

る関係国と交渉を終了させることなく、新規加盟国

における関税の引き上げがなされた。なお、EUによ

る譲許税率の一方的な引き上げは、2007 年 1 月にブ

ルガリア及びルーマニアが EU に加盟した際や、

2004 年 5 月の新規 10 か国加盟による EU 拡大、それ

以前の EU 拡大時にも行われている。2004 年の EU 拡

大時には、我が国は EU 拡大前の交渉妥結を目指し、

EU に対して働きかけを行ったものの、EU は我が国

を含む関係国と何ら事前の交渉を行うことなく新規

加盟国における関税が引き上げられた。我が国との

交渉を経て合意された補償措置が施行されるまでに

は EU 拡大後約 1 年 8 か月を要し、その間、対 EU 輸

出企業の一部は一方的に引き上げられた関税を徴収

される損害を被る結果となった。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

EU 拡大に伴う一方的な関税の引き上げは、譲許税

率を引き上げる場合に GATT 第 28 条に定める手続に

より補償的調整を義務づけているGATT第24条第6項

に整合的でない。 

 

＜最近の動き＞ 

2013年7月、我が国はEUに対し、クロアチアのEU

加盟に伴う GATT 第 24 条第 6 項交渉開始の意図があ

る旨書面にて申し入れ、EU との間で本件について協

議を行った。なお、2007 年のブルガリア及びルーマ

ニアの EU 加盟に伴う GATT 第 24 条第 6項交渉では、

我が国の、税率の引き上げによる損害を累積したも

のが損害額であるという主張と、EU 側の、ある新規

加盟国で税率が引き上げられる場合でも、他の新規加

盟国で税率が引き下げられる場合はその利益も考慮す

べきであり、税率引き下げによる利益も考慮すれば補

償は不要という主張の隔たりが埋まらず、補償措置を

得られずに協議を終えている。 

なお、トルコ、北マケドニア、モンテネグロ、セル

ビア及びアルバニアが EU への加盟交渉を行っており、

ウクライナ、モルドバ及びボスニア・ヘルツェゴビナ

も加盟候補国に認定されている。今後、これらの国の

加盟が実現すれば、譲許税率が引き上げられるおそれ

があり、引き続き状況を注視していく必要がある。 

 

 
 

スペアパーツへの意匠権の権利行使問題 
 

＜措置の概要＞ 

EU においては複合製品の交換用の構成部品（スペア

パーツ）の意匠権による保護の在り方について、こ

れまで激しい議論が行われている。 

その結果、共同体意匠については、「共同体意匠に

関する 2001 年 12 月 12 日の理事会規則（Council 

Regulation (EC) No 6/2002）」（以下、「共同体意匠

規則」という。）の第 110 条において、仮に権利者が

スペアパーツ自体の意匠権を有していたとしても、

複合製品の本来の外観を回復させるように修繕する目

的で当該スペアパーツを使用する場合には、その権

利行使が認められないという、いわゆる「修理条項」

が、経過措置として規定されている。また、各 EU 加

盟国の意匠制度の調和を目的とする「意匠の法的保護

に関する 1998 年 10 月 13 日の欧州議会及び理事会指

令（Directive 98/71/EC）」（以下、「意匠指令」とい

う。）の第 14 条では、上記「修理条項」の採否につい

て、各国に既存法規の現状維持を認め、法規を改正す

る場合は、当該部品の市場の自由化を図る方向での

み可能となる旨規定しているところ、EU 域内の各国

において、スペアパーツの意匠権による保護の在り

方は統一されていない。 

2020 年に欧州委員会から公表された「意匠保護に関

する EU 法制の評価」と題する報告書においては、オー

ストリア、ブルガリア、クロアチア、キプロス、チェ

コ、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、

リトアニア、マルタ、ポルトガル、ルーマニア、スロ

地域統合 

知的財産 
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ベニア及びスロバキアが「修理条項」を有しない一

方、ベルギー、ハンガリー、アイルランド、イタリア、

ラトビア、ルクセンブルク、オランダ、ポーランド、

スペインが「修理条項」を有し、デンマーク、スウ

ェーデン及びギリシャは保護期間が異なるなどスペ

アパーツの意匠権を制限する他の制度を有すること

が報告されている（ただし、後述のとおり、ドイツ

及びフランスではその後、「修理条項」を追加する意

匠法改正が成立した）。 

本来、権利者がスペアパーツ自体の意匠権を有し

ている場合には、修理目的であるか否かによらず、

当該スペアパーツの意匠について独占的排他権を

有することから、部品市場においても、当該スペア

パーツの模倣品を排除できるはずであるところ、

「修理条項」の導入により、修理目的のスペアパ

ーツに意匠権による保護が及ばないとすれば、特

に自動車産業を中心として、イノベーションが損

なわれる懸念がある。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

TRIPS 第 26 条第 2 項には、加盟国が意匠の保

護の例外を定めることができるとされている一方、

当該例外が認められるためには、①限定的例外で

あること、②通常の実施を妨げないこと、③第三

者の正当な利益も考慮して、権利者の正当な利益

を不当に害さないこと、の 3 条件（3-ステップテ

スト）を累積的に満たす必要があることが規定さ

れている。したがって、共同体意匠や各 EU 加盟国

において、修理目的のスペアパーツを意匠保護の

例外とすることが TRIPS 第 26 条第 2 項に整合す

るかについては、TRIPS の解釈に議論の余地があ

ると考えられる。 

 

＜最近の動き＞ 

EU における修理目的のスペアパーツの意匠権に

よる保護の在り方については議論が収束しておら

ず、共同体意匠規則第 110 条及び意匠指令第 14 

条のいずれも経過措置として規定されているもの

である。そして、2004 年には欧州委員会が、意匠

指令への「修理条項」導入を提案したものの、結

局合意に至らず、2014 年に取り下げられた。その

後、2020 年 3 月に欧州委員会が公表した循環経済

行動計画においても、製品の持続可能性を担保す

るための方策として、「修理する権利」の導入に

ついて言及があり、2020 年 11 月に欧州委員会が

公表した「知的財産に関する行動計画」でも、スペ

アパーツの保護に関する EU 域内の制度調和を含ん

だ EU の意匠保護の近代化が提案された。欧州委員

会は、2021 年 4 月から 7 月にかけて、「スペアパー

ツについての意匠保護を見直すべきか」との質問を

含む、EU の意匠保護の近代化に係るパブリック・コ

ンサルテーションを実施し、2021 年 9 月にそのサマ

リーレポートをウェブページにて公表した。その後、

欧州委員会は、2022 年 11 月に共同体意匠規則を改

正する規則の提案及び意匠指令の提案を採択した旨

を公表するとともに、意見募集を開始した。今回の

規則及び指令の提案には、EU 全体の「修理条項」を

導入することが含まれている。 

他方、ドイツにおいては、ドイツ社会民主党の消

費者保護に関する主要施策の一つとして位置付けら

れる意匠法への「修理条項」導入が、2018 年 3 月

に発足した連立政権の合意文書において記載され、

2019 年 5 月に連邦政府が意匠法への「修理条項」

導入を閣議決定し、2020 年 9 月及び 10 月に連邦

議会（下院相当）及び連邦参議院（上院相当）が

「修理条項」を追加する意匠法改正案を可決し、

2020 年 10 月 9 日に意匠法改正が成立し、2020 年 12

月 2 日に公布・施行された。これにより、ドイツで

は修理目的でのスペアパーツには意匠権による保護

が及ばなくなった。 

また、フランスにおいては、これまで、フランス

議会での採択にもかかわらず、憲法評議会による手

続上の理由に基づく違憲判断等があり、修理条項は

導入されていなかったが、2021 年 8 月 22 日に成立

した「気候変動への対策及びその影響に対する回復

力強化に関する法律」第32条により、知的財産法に

修理条項を自動車関連の一部のスペアパーツに限定

して新設するとともに、他のスペアパーツについて

も保護期間を短縮する改正がなされ、この改正法は

2023 年 1 月 1 日に施行された。 

これらの欧州主要国の動向は、今般の意匠指令改

正等の議論に影響を及ぼす可能性も考えられ、今後

の動きが注目される。 

我が国としては、これまで継続的に EU に対して

「修理条項」の廃止を求めており、2019 年 11 月

に開催された日 EU・EPA 知的財産専門委員会第 1 

回会合においても、スペアパーツの意匠権による保

護を議題の 1 つとして取り上げ、EU に対して「修
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理条項」の廃止を求めた。 

今後、引き続き、議論の状況を注視すると共に、

各 EU 加盟国の意匠制度及び共同体意匠制度につい

て「修理条項」の廃止を働きかけていく必要があ

る。 

 

 

２．英国 
 

 

 
 

関税構造 
 

＊本件は、WTO 協定をはじめとする国際ルール整合

性の観点からは明確に問題があると言えない貿

易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点

に鑑み、掲載することとした。関税、関税率、譲

許率、譲許税率の定義は、第 5 章 1 を参照。 

 

 

＜措置の概要＞ 

関税・物品税管理法、2018 年租税（クロスボーダ

ー貿易）、2018 年欧州連合（離脱）法、2020 年租

税（移行期間後）法及び関連法規において、輸出入

の管理や関税に関する諸規定や EU 離脱後の英国の

物品の輸出入に関する関税制度などが規定されてい

る。対日輸入適用税率には、 MFN 税率又は日英包括

的経済連携協定（日英 EPA）税率等が適用される。

また、 EU 離脱移行期間終了に伴う通関申告に関す

る特別措置及び一時・再輸出入、加工処理や特別な

使用目的で輸入される物品に対する租税優遇措置

（免税措置）などがある。 

英国は、2020 年 1 月、EU 離脱協定に基づき EU か

ら正式に離脱し、同年 12 月をもって離脱移行期間

が終了した。離脱移行期間中、英国は事実上、EUの

関税同盟に含まれていたため、2020 年 12 月までは

EU の MFN 税率及び特恵税率が適用された。2021 年 1

月より、UK グローバルタリフ（UKGT:UK Global 

Tariff）が適用され、ニューサンス・タリフ

（nuisance tariff：2.0％未満）の廃止や小数点以

下の関税率の単純化、国内製造がないまたは限定さ

れている品目の関税廃止がなされた。例外的に北ア

イルランドでは EU 離脱協定の北アイルランド議定書

に基づき引き続き EU 共通関税率が適用される。 

また、高関税の品目の実行関税率及び譲許税率は、

EU とほぼ同様の取扱いがなされている。 

 

＜懸念点＞ 

EU 離脱に向けて、英国は新たな譲許表を作成し、

2018 年 7 月に WTO に提出した。その内容は関税割当

の点を除いて EU の附属表をほぼ踏襲しており、2020

年 5 月及び同年 12 月に技術的な修正を行った。他方

で、2021 年 1 月、離脱移行期間終了後の WTO のおけ

る英国の立場を記載した WTO 加盟国向けの通達にお

いて、譲許表は未承認であるものの適用する旨記載

されている。そのため、現在この未承認の譲許表を

適用している英国に対して WTO 加盟国が不服を申し

立てたり、報復措置が取られたりする可能性がある。

また、2020 年 12 月、英国は ITA 及び拡大 ITA につい

て、引き続き実施する旨の通報が行われており、当

該譲許表において、対象品目 201 品目の関税が 2023 

年までに撤廃されることになる。 

その他、EU 同様、高関税そのものは譲許税率を超

えない限り WTO 協定上問題は生じないが、自由貿易

を促進し、経済厚生を高めるという WTO 協定の精神

に照らし、関税はできるだけ引き下げることが望ま

しい。 

 

＜最近の動き＞ 

英国は、貿易の継続性に支障が生じることを避け

ることを目的として、Brexit の離脱移行期間中、EU

が締結した第三国との貿易協定を継続する交渉を行

い、Brexit 後も多くの貿易協定が英国でも引き続き

適用された。我が国においても、離脱移行期間中に

日英政府間で交渉が行われ、2020年 12月にそれぞれ

の国において承認プロセスが完了した後、2021 年 1

月から日英 EPA が発効されている。本協定は、基本

的に日 EU EPA の内容を踏襲するものであり、日英

EPA の発効時から日 EU EPA と同じ削減税率を適用す

るキャッチアップ規定や EU 産の材料を使用する場合

や EU 域内の付加価値や加工工程を日英のものとみな

す累積・拡張累積規定も設けられて、日本企業が継

続して対英ビジネスを行う環境が整えられている。

また、2021 年 2 月には、環太平洋パートナーシップ

に関する包括的及び先進的な協定（CPTPP）への加盟

を正式に申請するなど引き続き交渉を進めている。 

関 税 
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新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、

2021 年 1 月、英国政府は新型コロナウイルス対応に

おいて重要であるとする医療用品（個人防御具、医

療機器、消毒剤）の関税を免除し、同年 10 月、ワ

クチン生産の主成分の関税を免除する措置を追加的

に行った。2022 年 12 月、同措置の対象とする品目

のうち、これまで輸入実績がなかった 3 品目を除い

て、2023 年 12 月まで関税停止措置を継続すること

を公表した。 

 

 
 

鉄鋼製品に対するセーフガード措置  
 

＜措置の概要＞ 

2020 年 10 月 1 日、英国は、EU の鉄鋼セーフガ

ード措置に関して、EU 離脱後もこれを「継承」

（Transit）し、 EU においてセーフガード措置の

対象となっている鉄鋼製品 26 品目中、 19 品目に

つき、関税割当を超えた場合は 25％の追加関税を

賦課する（2021 年 1 月 1日～ 6 月 30 日）旨を発表

した。同時に、7 月以降の帰趨につき決定するため

の Transition Review を開始した。2021 年 1 月の

EU 離脱と同時に、「継承」措置は発動された。 

2021 年 5 月、損害を認定し 10 品目への措置延長

を勧告、6 月には措置延長通報がなされた。しかし、

翌7月に発動された措置は、TRA勧告対象10品目と

は異同があり、特に、トラス国務大臣決定により 5

品目が追加されている（原則 3 年間。追加 5 品目

は暫定として 1 年延長）。 

さらに、2022 年 6 月には発動中の措置の見直し

（Reconsideration）手続の結果として、上記追加 

5 品目についても 2 年の延長を決定した。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

WTO 協定上、他国のセーフガード措置を「継承」

する根拠はない。EU 離脱後の英国としては、発動

要件に関する調査手続を欠いたままセーフガードを

発動したこととなり、この点でセーフガード調査手

続きに関する WTO 協定に整合しない。 

2021年 5月のTRA勧告は、輸入増加や国内産業の

損害等を定量的に分析しているが、SG の延長を基

礎づける認定と言えるか疑問であった。また、措置

の背景として、世界的な鉄鋼の過剰生産能力問題及

び他国の輸入制限措置、米国の 232 条措置に言及し

ており、「事情の予見されなかった発展」が SG の

発動要件とされていること（GATT 第 19 条第 1 項

(a)）との整合性に懸念がある。 

さらに、翌7月に国務大臣決定で急遽追加された5

品目をはじめ、5月のTRAの延長勧告に含まれていな

かった製品がある。これらについては延長のための

諸要件（損害の防止のため引き続き必要であること、

SG 協定 7.2 条、等）の充足についての認定を欠いた

まま措置が延長されており、この点でも WTO 協定に

整合しない。 

 

＜最近の動き＞ 

我が国は、英国に対し、セーフガード委員会等の

場において、「国内産業の損害」等、セーフガード

協定上の要件に関する調査なしに措置を発動してい

る点は遺憾であり、可能な限り早急に措置を終了す

るよう求めている。 

 

 

  

 

化学品規制（REACH・CLP） 
 

＜措置の概要＞ 

2020 年 12 月 31 日に離脱移行期間が終了した

ことに伴い、ブレグジット前、英国に直接適用され

た EU の規制の多くが英国国内法に基づき必要な修

正がなされたうえ、英国国内法に移行された。EU 

の REACH 規則及び CLP 規則も英国国内法に移行され

た「維持された EU 法」（retained EU law）の一

つとして、離脱移行期間終了後も英国に引き続き適

用されている。なお、北アイルランド議定書の結果、

UK REACH 規則及び GB CLP 規則 はグレートブリテ

ン島のみ適用され、北アイルランドには EU 単一市

場の一部として引き続き EU REACH 規則が適用され

る。したがって、北アイルランドの事業者は、離脱

移行期間終了後も EU REACH 規則の下でのステータ

スが維持される。 

セーフガード 

基準・認証制度 
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離脱移行期間終了後、EU 及び英国で製品を上市

するためにはそれぞれの国において化学物質を登

録する必要がある。現状、EU 及び英国における 

REACH 規則に係る要件や手続について大きな差異

はないが、今後それぞれの規制が徐々に乖離する

ことも予想される。この場合、EU 及び英国のそれ

ぞれにおける規制を遵守するため異なった対応が

求められることで、事業者にとって負担が増える

おそれがある。 

  なお、ブレグジットの結果、英国は EU から見て

第三国となるため、英国に所在する登録者（製造業

者、生産業者、輸入業者又は唯一の代理人（Only 

Representative）は、 EU での登録者とは認められ

ない。そのため、EU REACH 規則の下でのステータス

を維持するためには、離脱移行期間終了前に EU 加

盟国での登録に切り替えるか、 EU 加盟国で唯一の

代理人を任命しておく必要があった。そのような手

続を採っていない場合には、 EU REACH 規則の下で

事業者のステータスが変更している可能性があるの

で留意を要する。また、英国に所在する EU REACH 規

則の下での登録を有する事業者が、既得権

（Grandfathering）により得られた製造量・輸入量

等により定められた猶予期間後に、改めて登録申請

をする必要がある。既に EU REACH 規則の下での登録

で費用負担した安全性データを使う場合であっても、

安全性データを UK REACH 規則で使用する場合は、改

めての安全性データ使用の負担が必要となる可能性

がある。 

EU の CLP 規則も「維持された EU 法」の一つと

して必要な修正がなされたうえで英国国内法に移

行された。また、2020 年 12 月 31 日に EU の調和分

類及びラベリングとされたものは、GB 必須分類及

びラベリング（GB MCL）として維持された。ブレ

グジット前に EU CLP 規則の下での EU 化学品庁

（ECHA）が担っていた役割は、ブレグジット後の

英国では、安全衛生庁（ Health and Safety 

Executive）が GB CLP 規則の監督庁として担当す

ることになる。現状、GB CLP 規則の下での規制は、

EU CLP 規則と大きく異ならないが、今後 EU と英

国との間で徐々に規制内容が乖離することも予想さ

れる。 

 

＜国際ルール上の問題点＞ 

これらの規則が、英国外企業を英国内企業に比し

て不利に扱うようなものになる場合は TBT 協定第 

2.1 条に違反する可能性がある。また、REACH 規則

や CLP 規則は、人の健康等を目的とするものである

が、当該政策目的達成のために必要以上に貿易制限

的である場合には TBT 協定第 2.2 条との整合性の

観点で問題となる可能性がある。加えて、CLP 規則

については、化学物質の分類や表示規制についての

国際基準である GHS を基礎としないものとなる場合

には、TBT 協定第 2.4 条との不整合が生じる可能性

がある。 

 

＜最近の動き＞ 

2021 年 11 月 9 日、2021 年環境法（Environment 

Act 2021）が成立した。同法第 140 条では、

Schedule 21 に従い、ブレグジット後の英国におけ

る化学品規制を更新するため、国務大臣に UK REACH 

規則を修正する権限を認めている。さらに国務大臣

には、 UK REACH 規則違反を執行するため刑事罰の

範囲を拡大すること、適用される刑事罰を特定する

などの権限が認められている。国務大臣は、必要か

つ適切と考えられる場合にこれらの権限を行使でき

るとされている。今後、国務大臣に与えられたこれ

らの権限が実務上、どのように行使されるか注視さ

れる。 

2022 年 7月 5日より 8週間、Defra（環境・食糧・

農村地域省）は、UK REACH 規則の移行登録期限の延

長に関するパブリックコンサルテーションを実施し

た。現在の期限は対象物質のトン数やハザードに応

じて2023年 10月 27日、2025年 10月 27日、2027年

10月 27日の 3段階となっている。コンサルテーショ

ンの結果、政府は全ての段階において期限を 3 年間

延長する法律を導入する予定である。 
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